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第３期三木市創生計画の変更・修正について 

 

 下記のとおり令和８年３月３１日付けで変更・修正する（（＿）下線部分が変更・修正箇所）。 

変更前 変更後 変更理由 

p.43 

成果指標 略 略 

2030 年 

3 月末 

数値目標 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

イ ン バ ウ ン ド

へ の 参 画 事 業

者数 

略 略 40 社 

略 略 略 略 

金 物 製 品 出 荷

額 
略 略 285 億円 

金 物 製 品 輸 出

額 
略 略 60 億円 

略 略 略 略 
 

p.43 

成果指標 略 略 

2030 年 

3 月末 

数値目標 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

イ ン バ ウ ン ド

へ の 参 画 事 業

者数 

略 略 60 社 

略 略 略 略 

削除   
 

 

金 物 製 品 輸 出

額 
略 略 47 億円 

略 略 略 略 
 

・インバウンドへの参画事業

者数について、令和 6 年度実

績 時 点 で 目 標 値 を 越 え た た

め、目標値を修正する。 

（積算）第 2 期当初 5 年間で目標

としていた 20 社程度を増やす  

・金物製品出荷額について、

過 去 の 創 生 計 画 策 定 時 は 金

物製品の数値であったが、途

中で調査がなくなり、「金属

製品」の値を参照するように

なった。ＤＩＹブーム等によ

り、金属製品と金物製品の傾

向が、必ずしも合わないこと

が推測されるため削除する。 

なお、金物製品関する評価指

標については、引き続き検討

する。 

・金物製品輸出額の目標値を

総合計画に合わせる。 



2 

 

変更前 変更後 変更理由 

p.48 

金 属 製 品 製 造

業 の 事 業 所 数

(従業員 4 人以

上) 

略 略 略 

起業数 略 略 略 
 

p.47 

削除   

 

 

 

 

起業数 略 略 略 
 

・技術承継やサプライチェー

ンの確保を考えたときに、集

約化は一つの方法であり、分

業 体 制 を 守 る こ と も 一 つ の

方法であり、事業数の増減に

対して、「起業支援及び事業

承継」の評価には適さないと

考え削除する。 

p.52 

成果指標 略 略 

2030 年 

3 月末 

数値目標 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

子どもの数 

（０～14 歳） 
略 略 7,500 人 

 

p.49 

成果指標 略 略 

2030 年 

3 月末 

数値目標 

子どもの数 

（０～14 歳） 
略 略 7,126 人 

 

・評価の対象を（4）教育振

興から（1）子育てしやすく

な る 世 界 環 境 づ く り に 移 動

する。 

・令和 6 年度実績において、

す で に 目 標 値 を 下 回 っ て お

り、少子化が進む傾向におい

て、増加は見込めないため、

目標値を修正する。 

（積算） 

2060 年の若年人口の目標が 6,077

人であり、2024 年度実績から目標

値までの増減を一定と仮定した際

の 2030 年の数値を目標と定めな

おす。  

p.52 

成果指標 略 略 

2030 年 

3 月末 

数値目標 

略 略 略 略 

略 略 略 略 
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変更前 変更後 変更理由 

p.57 

・兵庫県広域防災センターとは、兵庫県立

三 木 総 合 防 災 公 園 内 に あ る 屋 内 テ ニ ス 場

（ビーンズドーム）を大規模災害時の避難

所として本市が使用できる 

協定を締結しており、今後も関係を密にし、

有事の際には迅速に連携できる関係構築に

努める。 

ｐ.56 

  

・第 3 期創生計画策定時点で

当 該 セ ン タ ー と 関 係 構 築 が

出来ており、新たな連携内容

は 現 時 点 で 見 込 ま れ て い な

いことから、一度削除する。 

  



4 

 

変更前 変更後 変更理由 

p.62 

〇スマート自治体推進事業（再掲） 

・Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０が進展する中で、

ＡＩ※1、ＩｏＴ※2、ＲＰＡ※3 等を活用し

た市民サービスの向上と定型業務等の事務

作業の自動処理を推進する。 

・水道や道路等の図面をデジタル化するこ

とで利便性の向上を図る。 

・民間と連携し、活用見込みのない市有地

の売却を行う。 

・マイナンバーカードやスマートフォンを

活用し、行政サービスの電子化を進めるこ

とで、市民の利便性の向上を図る。 

・市が発信したい情報が、情報を必要とす

る市民に届く関係性を構築するため、広報

の魅力を高め、市役所という組織全体の発

信力を向上させる。そのために、広報誌の

内製化や職員向け広報研修を行う。 

・未来を見据え、スマートシティ推進計画

の策定に着手し、方針に基づき時代に合わ

せた様々な技術を取り入れるチャレンジを

行う。 

p.61 

〇スマート自治体推進事業（再掲） 

 

・Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０が進展する中で、

ＡＩ※1、ＩｏＴ※2、ＲＰＡ※3 等を活用し

た市民サービスの向上と定型業務等の事務

作業の自動処理を推進する。 

 

 

 

 

・マイナンバーカードやスマートフォンを

活用し、行政サービスの電子化を進めるこ

とで、市民の利便性の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再掲内容について、（５）

住 宅 団 地 の 再 生 に 関 係 す る

事業のみの記載に修正する。 

※KPI 項目の変更・修正を行った場合は、pp.68-71 の KPI 項目の表記及び数値の変更・修正を行います。 


